
障害福祉サービス等事業所に
おける虐待防止と身体拘束適
正化について

【資料１－２】



令和３年度報酬改定における虐待防止について

• ①虐待防止のための対策を検討する委員会（虐待防止委員会）を

設置するとともに、委員会を定期的に開催し、検討結果を従業者

に周知徹底を図ること。

• ②虐待防止等のための責任者を設置すること

• ③従業者への研修を実施すること。

• ④苦情解決体制の整備、活用すること。

• ⑤成年後見制度の利用支援をすること。

令和４年度から義務化



基準省令に加えて、
「障害者福祉施設等における障害者虐待
の防止と対応の手引き（R4.4一部改
訂）」を参照してください
↓ ↓ ↓
和歌山市ホームページ（ページ番号
1044908）からダウンロード可



虐待防止委員会
組織の基本的な
イメージ



虐待防止委員会の目的・役割

※従業者の懲罰を目的としたものではない

①虐待防止のための計画づくり（虐待防止の研修、労働環境・条件を確認・改善す

るための実施計画づくり、指針の作成）

②虐待防止のチェックとモニタリング（虐待が起こりやすい職場環境の確認等）

③虐待発生後の検証と再発防止策の検討（虐待やその疑いが生じた場合、事案検証

の上、再発防止策を検討、実行）



虐待防止委員会の運営の工夫について

①事業所単位でなく、法人単位での虐待防止委員会の設置が可能。
②事業所の管理者や虐待防止責任者が参画しておれば、最低人数
は問わない。
※委員会での検討結果を、全従業員に周知徹底する必要がありま
す。
③テレビ電話装置等を活用して開催することも可能。
④少なくとも１年に１回の開催が必要であるが、身体拘束等適正
化検討委員会と一体的に設置・運営することも可能



令和３年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するQ
＆A VOL.２

• 問２ 身体拘束等の適正化のための研修及び虐待防止のための研修の関係如何。

• 答 虐待防止のための研修については、「虐待防止の基礎的内容等適切な知識を

普及・啓発する」こととされているため、身体拘束等の適正化の内容に限定

しないことが求められる。例えば、厚生労働省の作成した「障害者虐待防止

法の理解と対応」を活用することなどが考えられる。



和歌山市ホームページ
（ページ番号1044908）から
ダウンロード可



虐待防止に関する従業者への研修について

•①事業所職員が行政等が主催する虐待防止に関する研修

に参加した場合、事業所内で伝達研修を行い、研修内容

を事業所内の全職員に周知するようにして下さい。

•②事業所間で虐待防止に関する課題を共有した上で複数

の事業所で合同して実施することも可能です。



虐待防止及び身体拘束等の適正化に向けた体制整備
等の取組事例集（暫定版）

厚生労働省から虐待防止や身体拘束の適正化に向け
た体制整備等の取組事例や小規模事業所における具
体的な手法をまとめた事例集（暫定版）の情報提供
がありました。指針の例も掲載されています。

和歌山市ホームページ（ページ番号1044908）から
ダウンロード可能です。



身体拘束等の適正化に
ついて





身体拘束禁止の対象となる具体的行為

和歌山市ホームページ（ページ番号1044908）から
ダウンロード可能



①身体拘束等の記録

• やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事

項を記録すること。

• やむを得ず身体拘束を行う場合の３要件

（１）切迫性

（２）非代替性

（３）一時性



①身体拘束等の記録

•やむを得ず身体拘束を行うときの手続き

（１）組織による決定と個別支援計画への記載

（２）本人・家族への十分な説明

（３）必要な事項の記録



②身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員
会の開催

• 事業所全体で情報共有し、不適切な身体拘束等の再発防止や

身体拘束等を行わない支援方法の検討につなげるためのもの

であり、決して従業者の懲罰を目的としたものではないこと

に留意すること。

• 身体拘束適正化検討委員会は少なくとも１年に１回は開催す

ること必要がある。



身体拘束適正化検討委員会の運営上の工夫

①事業所単位でなく法人単位での設置も可能です。

②虐待防止委員会と一体的に設置・運営することも可能です。

③委員会での検討結果を、全従業員に周知徹底する必要があります。

④テレビ電話装置等を活用して開催することも可能。



③身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。

• 身体拘束等の適正化のための指針に盛り込むべき事項

• （１）事業所における身体拘束等の適正化に関する基本的な考え方

• （２）身体拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する基本方針

• （３）身体拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針

• （４）事業所内で発生した身体拘束等の報告方法等の方策に関する基本方針

• （５）利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

• （６）その他身体拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針



④従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を
定期的に実施すること。

•少なくとも年１回以上の定期的な研修を実施すること。

•身体拘束等の適正化についての内容を盛り込むのであれ

ば、事業所内で行う他の研修（虐待防止に関する研修

等）と一体的に実施することが可能です。



身体拘束等廃止未実施減算（令和
５年度から完全施行）について





身体拘束等廃止未実施減算の適用月について

・事実が生じた月（運営基準を満たしていない状況が確認

された月）の翌月から改善が認められた月まで利用者全員

について５単位/日を減算。

・事実が生じた場合、速やかに改善計画を指定権者に提出

した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改

善状況を指定権者に報告することとする。



令和３年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するQ
＆A VOL.１

• 問１９ 身体拘束等廃止未実施減算については、「事実が生じた場合」に

「事実が生じた月の翌月」から減算することとされている。実地指導等に

おいて不適切な取扱いが判明した場合の適用はどのようになるか。

• 答 「事実が生じた」とは、運営基準を満たしていない状況が確認された

ことを指す。このため、例えば、令和５年５月１日に運営基準を満たして

いないと確認できた場合は、令和５年６月サービス提供分から減算を行う

こととなる。



身体拘束等廃止未実施減算（令和５年度から完
全施行）での注意点

•「身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の

開催」、「身体拘束等の適正化のための指針を整備」及

び「身体拘束等の適正化のための定期的な研修の実施」

は、実際に事業所内で身体拘束を実施しているかの有無

にかかわらず全ての事業所（相談支援を除く）で実施が

求められていることに注意してください。実施していな

い場合は令和５年度から減算の対象になります。


